第３編　震災対策編〔第２章　震災応急対策計画〕

第３編　震災対策編〔第２章　震災応急対策計画〕


第２章　震災応急対策計画

第１節　応急活動体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【町・各機関】

第２編・第２章・第１節「活動体制計画」を準用する。

第２節　災害情報の収集　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・各機関】

第２編・第２章・第６節「災害情報通信計画」を準用する。

第３節　広報広聴活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

第２編・第２章・第７節「災害広報計画」を準用する。

第４節　自衛隊災害派遣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

第２編・第２章・第19節「自衛隊災害派遣要請計画」を準用する。

第５節　応援要請・要員確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【町】

第２編・第２章・第４節「相互応援協力計画」及び第18節「要員確保計画」を準用する。

第６節　応援の受入れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・警察・消防・各機関】

第２編・第２章・第21節「広域応援受入計画」を準用する。

第７節　災害救助法の適用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・各機関】

第２編・第２章・第３節「事前措置及び応急措置等」・第２「救助法の適用基準」を準用する。
第８節　消防活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【消防・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地震に伴って発生する、火災や危険物の漏えいなどによる二次災害を防止するため、消防機関は迅速な応急対策活動を行い、危険物管理者等は安全措置を講じるものとする。

なお、地震火災は、地震の規模や発生時間により被害の程度が大きく異なるので、限られた消防力を効果的に運用するとともに周辺地域等からの迅速かつ的確な消防応援を要請するなど、臨機応変な消防活動を行う。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　消防活動

	機関
	活動内容

	消防団
	①　出火防止

　　地震の発生により、火災等の災害発生が予測された場合は、居住地付近の住民に対し、出火防止（火気の使用停止、ガスの元栓閉鎖、電気のブレーカー遮断等）を広報するとともに、出火した場合は住民と協力して初期消火を図る。

②　消火活動

　　地域における消火活動や主要避難路確保のための消火活動を、単独若しくは秩父消防本部と協力して行う。

　　また、倒壊家屋、留守宅での通電時の出火等の警戒活動を行う。

③　救急救助

　　秩父消防本部による活動を補佐し、要救助者の救出救助と負傷者に対しての応急処置を実施し、安全な場所に搬送する。

④　避難誘導

　　避難の指示・勧告がなされた場合は、これを住民に伝達するとともに、関係機関と連絡をとりながら住民を安全に避難させる。

⑤　情報の収集

　　秩父消防本部による活動を補佐し、早期の災害情報の収集を行う。

⑥　応援隊の受入準備

　　応援隊の受入準備及び活動地域の案内等を秩父消防本部と協力して行う。


第２　応援要請

１　手続き

	消防相互応援協定による応援要請
	町長は、自地域の消防力で十分な活動が困難である場合には、あらかじめ結んだ消防相互応援協定に基づき他の消防機関に応援を要請する。

	知事による応援出動の指示等
	町長は、自地域の消防力で十分な活動が困難である場合には、知事に対して応援要請を求める。


２　内容

町長は、応援を要請したいときは、次の事項を明らかにして知事に要請する。要請は緊急を要するため通信により行い、後日文書を提出する。

被害が甚大で状況把握すら困難である場合は、その旨を県に連絡し被害状況の把握活動に対する支援を要請する。

（１）火災の状況（負傷者、要救助者の状況）及び応援要請の理由、災害種別及びその状況

（２）応援消防隊の派遣を必要とする期間（予定）

（３）応援要請を行う消防隊の種別と人員

（４）町への進入経路及び集結場所（待機場所）

（５）応援消防隊の活動に対する支援能力の見込み
第３　応援隊の受入体制

　　町及び消防機関は、円滑な受入れを図るため、受入体制を整える。
第９節　救急救助・医療救護　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・町民生活課・健康福祉課・警察・消防・郡市医師会】

第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第２「救急救助・医療救護計画」を準用する。

第10節　水防・土砂災害対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・産業観光課・建設課・消防】

第２編・第２章・第８節「水防計画・土砂災害防止計画」を準用する。
第11節　避難　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・警察】

第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第１「避難計画」を準用する。

第12節　集落孤立集落対策活動計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課・産業観光課・消防】

第２編・第２章・第11節「集落孤立集落対策活動計画」を準用する。

第13節　交通対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務部課・建設部課・警察】

第２編・第２章・第９12節「交通対策計画」を準用する。

第14節　緊急輸送　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課・警察・秩父県土整備事務所】

第２編・第２章・第12節「交通対策計画」・第３「緊急輸送道路の確保」及び第４「緊急通行車両等の確認」を準用する。

第15節　飲料水・食料・生活必需品の供給　　　　　　　　　　　
【総務課・町民生活課・産業観光課】

第２編・第２章・第15節「生活支援計画」を準用する。
第16節　帰宅困難者支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・健康福祉課・鉄道事業者】

第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第５「帰宅困難者対策」を準用する。
第17節　遺体の取扱い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【町民生活課・警察】

第２編・第２章・第1014節「災害救助保護計画」・第３「遺体の捜索、処理及び埋・火葬計画」を準用する。
第18節　環境衛生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【町民生活課・健康福祉課・産業観光課】

第２編・第２章・第20節「環境衛生整備計画」を準用する。
第19節　公共施設等の応急対策　　　　　　　　　　　　　　　　
【町・各機関・施設管理者】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
応急対策活動を行う上で重要な役割を果たす公共建築物や、社会経済活動に大きな影響を及ぼすライフライン施設と交通施設などの機能を迅速に回復するため、関係機関が相互に連携を図って応急対策を実施する。

町は、公共施設等が被災し、使用不能な場合を想定して、各関係施設間での相互応援及び機能代替システムの整備を実施する。また、公共施設等の管理者に対し、災害発生時には、施設の機能及び人命の安全を確保するため自主的な応急活動を行い、被害の軽減を図るとともに、震災後における災害復旧が順調に行われるように以下の措置を講じるよう指導する。

１　避難対策については、特に綿密な計画を樹立して万全を期すこと。

２　地震時における混乱の防止措置を講じること。

３　緊急時には、関係機関へ通報して臨機の措置を講じること。

４　避難所になった場所は、火災予防について十分な措置をとること。

５　収容施設は、施設入所者の人命救助を第一とすること。

６　被害状況を県担当部局に報告すること。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　公共建築物

１　応急危険度判定及び被災宅地危険度判定

応急危険度判定は、被災した建築物の余震等による倒壊の危険性及び落下物の危険性等を判定し、二次的な災害を防止することを目的としたもので、主として外観目視等によって判定する。

被災宅地危険度判定は、被災した宅地の状況を迅速かつ的確に把握し判定することにより、二次災害を軽減・防止し、住民の安全を確保する。

町が所有または使用している建築物について、危険性を確認し、二次災害の防止と建築物の地震後での使用可能性について判断を行う。

なお、町内に応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士がいない場合には、あらかじめ近隣市町村と協力体制を図り、応急危険度判定及び被災宅地危険度判定を速やかに行うことのできる体制の整備を行う。

２　被災度区分判定調査

被災度区分判定調査は、地震による建物の耐震性能の劣化度を調査・判定し、建物の継続使用に際しての補修や補強の要否を検討するときの基礎資料となるものである。

各施設管理者からの被害状況報告に基づき、必要に応じ地方公共団体建築技術者、学識経験者、建築士団体、建設業関係団体等の協力を求め、被災度区分判定調査を実施する。

３　応急措置

応急危険度判定等の結果に基づき、被災建築物に対して、適切な応急措置を実施し、二次災害の防止に努める。
第２　ライフライン施設

第２編・第２章・第13節「ライフライン施設等確保計画」を準用する。
第３　その他公共施設等

１　不特定多数の人が利用する公共施設

（１）施設利用者等を、あらかじめ定められた避難所に誘導し、混乱防止及び安全確保に万全を期するものとする。

（２）施設ごとに再開計画を策定し、早急に再開するものとする。

２　畜産施設等

町長は地震が発生した場合、家畜及び畜産施設等の被害状況を熊谷家畜保健衛生所に報告する。

３　医療救護活動施設

（１）各施設ごとにあらかじめ策定した計画に基づき、患者の生命保護を最重点に対応するものとする。

（２）施設の責任者は通信手段の確保に努めるとともに、状況に応じて必要な措置をとり万全を期するものとする。

４　社会福祉施設

（１）社会福祉施設は、被災後速やかに施設内外を点検し、必要な場合には応急修理を行い、安全を確保するものとする。

（２）施設の責任者は、職員の状況、施設建物の被害状況を把握し、必要に応じ施設の応急計画を策定するものとする。

（３）施設独自での復旧が困難である場合は、関係機関に連絡し、援助を要請するものとす
る。

（４）被災しなかった施設は、援助を必要とする施設に積極的に協力し、入所者の安全を確保するものとする。
第５　一般建築物等

地震時には、二次災害を防止するため、本節第１「公共建築物」に準じて応急措置等を行うものとする。
第20節　応急住宅対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課】

第２編・第２章・第15節「生活支援計画」・第４「応急住宅対策」を準用する。
第21節　文教対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【教育委員会】

第２編・第２章・第15節「生活支援計画」・第４「応急住宅対策」を準用する。
第22節　避難行動要支援者への配慮　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・健康福祉課】

第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第４「避難行動要支援者等の安全確保対策」を準用する。
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